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研究成果の概要（和文）：食物アレルギーは小児に多い疾患であり、その治療法に経口免疫療法が挙げられる。
この選択は複雑な意思決定でありその支援が必要である。本研究は、食物アレルギー患児とその親の支援を目的
とした意思決定ガイドを開発し、その介入による親子への影響と意思決定ガイドの有用性を検討した。
結果、本意思決定ガイドが親の意思決定葛藤の改善、子どもの疾患や治療に対する意思表出の機会や意思決定の
参加を促進する影響のあることが示唆された。食物アレルギーは長期に渡り向き合っていくことの多い疾患であ
る。そのため、医療者は意思決定ガイドのようなツールを用い、継続的に親子が意思決定を行うことのできる機
会を提供する必要がある。

研究成果の概要（英文）：Food allergies are a common condition in children, and oral immunotherapy is
 one of the treatment options. This choice involves complex decision-making and requires support. 
This study aimed to create a decision aid for parents of children with food allergies and to 
investigate the effectiveness of the decision aid as well as the effects of the intervention on the 
parents and children.
  The results suggested that this decision aid improved parental decision-making conflicts and 
promoted opportunities for children to express their opinions on their condition and treatment, as 
well as their involvement in the decision-making process. Given that food allergies often require 
long-term management, healthcare providers need to utilize tools such as decision-making guides to 
continually provide opportunities for parents and children to engage in decision-making.

研究分野： 看護学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
食物アレルギーの治療の一つである経口免疫療法について、本邦での実施施設は増えている。子どもはこれまで
除去していたアレルゲン食品を摂取し、親はその管理をしなければならない体験をするため、この意思決定の際
にはshred Decision making(SDM)を実践することが重要である。
本研究はSDMを促進するツールの一つである意思決定ガイドを体系的な手順を用いて開発した。本邦のアレルギ
ー分野および小児領域の意思決定ガイドはこれまでになく学術的意義がある。また本意思決定ガイドの子どもの
気持ちを尊重することを試みた構成は新規性を持ち、今後の小児領域のSDM発展に向けて社会的意義を有する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 食物アレルギーはアレルゲン食品の摂取が生命に関わることもある疾患であり、国際的な観
点からも公衆衛生上の重要な課題として注目される疾患である。この疾患は小児に多く、2012
年には公立小学校において給食時のアナフィラキシーショックによる死亡事故も発生している。
自己申告に基づく判断や地域による診断方法のバラつきから、その把握が難しい疾患であるが、
わが国における有病率は保育園児 4.0%、学童期 4.6％、小学生-高校生 3.2％程度であると言わ
れている(1)。 
 
現在の食物アレルギーの治療法の基本は「正しい判断に基づいた必要最小限の食物の除去」であ
る。しかしアレルゲン食品の除去は、患児本人の「皆と同じものを食べられないストレス」や親
の「毎食の除去食の準備」「保育園や学校などの交渉」など終わりのない生活の管理などから QOL
の低下をもたらすことが指摘されている。近年、アレルゲン食品の摂取する治療法である Oral 
Immunotherapy（OIT）を行う施設が増加している(2)。この治療は、アレルゲン食品を摂取し
ても一時的にアレルギー症状がでない持続的無反応（SU）を獲得できる可能性が示唆されてお
り、社会生活の自由度を高め、QOL 向上を希望する親子(3)にとっては期待の高い治療法である。
一方で、アレルゲン食品の摂取によるアレルギー症状の発症は除去と比較して高く、それを管理
する親は【アレルゲンを食べるこわさ】【アナフィラキシーを起こすかもしれない緊張と覚悟】
等を体験していることが報告されている(4)。 
わが国の最新のガイドラインでは「患者の要望や意欲に応じて、OIT を行っている施設を紹介
して情報提供の機会を作るなど QOL を改善する指導を心がけるように」との記載があるが、治
療法や意思決定への情報提供・支援方法は十分に検討されていない。 
 
 SDM とは、患者が治療に対する選択肢の提示を受け、それぞれのメリットやデメリットを検
討し、希望や価値観をもとに、医療者とともにその方針を決定するプロセスである(5)。意思決
定ガイドはその実装を実現するツールのひとつであり、システマティックレビューにおいて、そ
の介入が治療法の選択肢に関する知識を向上させ、意思決定の葛藤を減少させることが報告さ
れている(6)。カナダのガイドライン(7)では、OIT の選択時には SDM の実践が不可欠であるこ
とが示されているが、本邦のガイドラインでの言及はなく、また国内の SDM の実装研究はない。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、食物アレルギーの治療法として「OIT」
を検討可能な段階にある親子を対象とした意思決定ガ
イドを開発し、食物アレルギー分野における SDM の実
装を目指すものである。また、これは、アレルギー分野
における患者中心の医療の発展に寄与することが期待
できる。 
 
 
３．研究の方法 
Ottawa Decision Support Framework：ODSF の主な前提
は、意思決定のニーズに対応する意思決定支援介入によ
り、意思決定の質が向上するというものである(8)。本
研究で実施する意思決定支援の概念枠組みとして、オタ
ワ ODSF を用いた。また意思決定ガイドの開発は、
Coulter らが推奨する手順に基づき行った(10)。図１ 
 
 
４．研究成果 
（１） 意思決定のニーズ調査 
本研究は開発プロセスの Design1・2 に該当する。 
食物アレルギーの治療法の一つである OIT を意思決定

する親子への必要性を明らかにすること、支援ニーズを
明らかにすることを目的に質的調査を実施した。参加者
は小児科に通院する親 5名・子ども 3名、医療者 6名で
計 14 名に半構造化面接を行った。結果、親は OIT の意
思決定について様々な価値観をもとに行っていた。これ

図１ 



らは、医療者が親の治療決定に関する価値基準を尊重した支援をしなければならないことを示
唆している。また子ども自身は自分の治療や疾患に対する思いを聞いてほしいと考えていた。本
研究から親の価値観を尊重した意思決定支援や、親子が治療について対話をできる環境を整え
る必要があることが示唆された。医療者は、子どもの意思決定に関する権利が守られるような意
思決定ガイドを開発する必要があると結論付けた。 
 
（２） 親子の意思決定の概念分析 
本研究は開発プロセスの Design４の一部に該当する。 
Walker & Avant (Walker & Avant, 2019)の概念分析の手法を基盤に、先行要件・属性・帰結を
検討した。また親子の意思決定を「親子の、慢性疾患に関する治療や管理方法に関する決定につ
いての相互作用・連続的な変化」と定義した。また意思決定ガイドを“親子の相互作用を促進す
る”ものとする必要性が示唆された。 

 
（３） 経口免疫療法の QOL に関するシステマティックレビュー 
本研究は開発プロセスの Design４の一部に該当する。 
本研究では、経口免疫療法における食物アレルギー児および親の QOL への影響を報告した論文
のシステマティック・レビューを行った。5件の RCT が抽出されたが、その尺度は異なっており、
メタアナリシスは実施できなかった。また、“子ども自身が捉える QOL”と“親が捉える子ども
の QOL”の認識は異なる可能性があった。 
 
以上をもとに意思決定ガイドの試作版を完成させた。 
 
（４） 試作版意思決定ガイドの内容適切性評価 
本研究は開発プロセスのαテストに該当する。 
食持つアレルギーの子どもをもつ親 10 名によって、全体の使いやすさ、情報の量、内容のわか
りやすさが評価された。一部の言葉の難しさや情報の量の多さが指摘されたため、改善する必要
があるものの、本意思決定ガイドの受容性は高く、内容も適切であることが示唆された。 
 
以上のプロセスを経て全 23 ページの冊子式意思決定ガイド「いっしょに考えよう食物アレルギ
ーの治療法―治療を検討されている皆さまへ―」を完成させた。 
 
（５） 試作版意思決定ガイドの実行可能性評価 
本研究は開発プロセスのβテストに該当する。方法として混合研究法説明的順次デザインを

用い、食物アレルギーの治療法を選択できる段階にある親に対して意思決定ガイドの介入を行
い、親および子どもへの影響を検討した。 
本研究は質問紙調査による親の意思決定の葛藤や不安、親と子それぞれの QOL を量的評価項

目とし、親への意思決定ガイド介入による親子への影響を検討した。また、インタビュー調査に
よる、意思決定ガイドの親子の意思決定への影響の分析後は、質問紙調査の分析との統合により、
現象への包括的理解を行った。また、質問紙調査におけるガイドのわかりやすさ、活用状況、イ
ンタビュー調査における意思決定ガイドへの活用状況に関する結果を分析し意思決定ガイドの
有用性への示唆を得ることとした。 
本研究の分析対象者は、小児科 1施設に通院している食物アレルギー児の親９名・子ども 4名の
計 13 名であった。親は食物アレルギーの負担が大きくない状態であっても、治療の選択に関す
る意思決定の葛藤を潜在的に抱えていることが明らかとなった。意思決定ガイド介入後の影響
について、意思決定の葛藤（DCS 得点）は有意に低下し、本介入による意思決定葛藤の改善がみ
られた。インタビュー調査結果からは、意思決定ガイドの介入により、子どもの疾患への気持ち
に関心を向ける大切さ、親子で意思決定をしていく大切さへの気づきがあった。また子どもにつ
いて、QOL が比較的高い状態であっても、治療法の選択について関心がある者、疾患や治療に関
して、自分の気持ちを表出する機会がないと感じている子どももいることが明らかとなった。こ
のように本意思決定ガイドは、親の意思決定の改善や子どもの疾患に対する気持ちを表出する
機会を促進することが示唆された。食物アレルギーは長期にわたり向き合う疾患である。そのた
め、医療者は継続的に親子が意思決定を行う機会を提供する必要性がある。 
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